
業界をリードする事務所とシーンの動向をリポート
TRENDS REPORT

32017.01

　写真は事務所のエントランス

同じノウハウで
他業界へ展開
―貴事務所は医業に特化されています
が、医業のお客様は何件になりますか？
　顧問先の総数は６５０件で、そ
のうち医業は４００件強となって
います。ほかに社会福祉法人が
５０件、介護事業者が５０件あり
ますので、医業・福祉業界で計
５００件のお客様があります。そ
のほかには、公益財団法人（３０
件）や保育事業者（２０件）があ
ります。
―開業後、すぐに医業に特化されたそ

うですね。
　はい。開業当時、大阪で医業を
専門にしている会計事務所は少な
かったのですが、新規開業の件数
はたくさんありました。ですの
で、それほど営業に苦労せずに、
お客様を増やしていくことができ
ました。
　しかし、開業して１５年ほど経
つと、競争相手も増え始め、それ
で社会福祉法人や公益法人に取り
組み始めました。
　社会福祉法人への専門特化は
１５年前から取り組んでおり、公
益法人は７～８年前、介護は５年

前からスタートしています。
―どのようなお考えで専門特化する業
種を選んでいるのですか？
　私は、同じノウハウを他業界に
展開しようと考えて、業種を広げ
ています。医科、歯科、動物病院、
調剤薬局、理美容業。業界が違え
ば、お客様はいます。業界が小さ
くても、できるだけ競争相手の少
ないマーケットを探して、深掘り
してきました。
　今でも、常にそうした業種はな
いかと探しています。失敗に終
わった業種もありますが、そうし
たコンセプトで今まで事業を展開

今年７月に、２００名規模の会計グループが新たに誕生した。その名も「日本クレアス」。その一翼を担うのが、医業
特化型事務所として名高い、旧上田公認会計士事務所（大阪府大阪市、上田久之）。日本クレアスは、上田会計と、旧
税理士法人コーポレート・アドバイザーズ（東京都港区、中村亨）との合併により生まれた。医業４００件と圧倒的な
実績を持つ事務所が、なぜ、こうした選択をしたのか。これまでの事務所の軌跡とともに話を聞いた（文・香坂有沙）

２００名規模の会計グループ「日本クレアス」誕生！
医業４００件事務所の
特化戦略と、戦略的合併

取材／日本クレアス税理士法人 上田公認会計士事務所（大阪府大阪市）上田久之氏
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してきています。
―顧問先には、一般の企業はほとんど
ありませんね。
　ないこともないのですが、全体
の１割弱で５０件ほどです。弊事
務所のホームページを見たら、一
般企業の方はあまり相談に来ない
と思います。
―医業のお客様を増やすために、どの
ようなマーケティングをしてきたので
すか？
　私たちが「拠点」と呼んでいる、
紹介元からのご紹介とセミナーが
中心です。拠点には、例えば、医
薬品卸業者、医療機器メーカー、
生命保険会社などがあります。定
期的に紹介をいただける拠点は
２０件はあると思います。
　セミナーでは、地銀さんからの
依頼で、職員が医療経営のポイン
トをお話ししたりしています。そ
うした活動によって、地銀さんな
ども拠点になっていきます。
―医業以外の業種では、どのようにお
客様を増やしてきたのですか？
　医業はそれほどでもないのです
が、社会福祉法人や公益法人、中
でも公益財団法人の会計は難し
い。でも、難しいから参入障壁が
あります。
　弊事務所のお客様数は、医業で
は大阪で５位以内、社会福祉法人
や公益法人は３位以内、保育も３
位以内のポジションになっていま
す。
　例えば、公益法人をいくつもお
客様にしているような事務所は、
大阪では数えるほどしかありませ

ん。そうしたこともあって、ご相
談が集まるのだと思います。

専門性を高めるために
行なっていること
―６０名ほどの体制で、どうやって組
織として「専門性」を高めているので
すか？
　弊事務所では、入社した時から
３か月間、毎日半日を使って病気
や医療機器の種類などを学べる、
研修映像を見て学んでいます。
　半日は業務をしていますが、半
日は業種の勉強です。それはのべ
２００時間ほどの研修になると思
います。
―そのほかに、専門的な経験やノウハ
ウを事務所に積み重ねていくために、
行なっていることはありますか？
　ノウハウはできるだけ実務レベ
ルに落とすようにと考えて様々な
ことを行なっています。
　例えば、私は、全社員の日報を
克明に読み、メールではあります
が、実務のポイントをできるだけ
個別に指導するようにしていま
す。
　さらに新人の教育も、私自身で
行っています。弊事務所には６０
名のうち、３、４年目までの新人
職員が１０名弱います。新人を教
育する時間は、多く持つようにし
ています。月１回の集合研修のほ
かに、それぞれの職員との個別研
修を週に２回行なっています。
―それらは、実務の研修を行なってい

るのですか？
　そうです。会計事務所は、人が
全てです。職員が良い仕事をして
いれば、自然とお客様の紹介をい
ただけるようになります。
　私の人脈から、新しい拠点を開
拓したりすることはありますが、
弊事務所のお客様が増えているの
は、私の営業力ではなく、職員の
力によるものです。だから職員が
育っていくことが、一番の営業だ
と思っています。
―なるほど。そうした職員教育は長く
続けてきたのですか？
　はい。昔から力を入れてきまし
た。職員には、研修が多すぎると
言われています（苦笑）。それで
も、専門性を高めていけば仕事も
増えますし、良い顧問先も増える
ものだと私は思って続けていま
す。

コーポレート・アドバイザーズ
との合併
―今年の７月に、税理士法人コーポレー
ト・アドバイザーズ（東京都港区、中
村亨）と合併されました。どのような
お考えがあったのでしょうか？
　私たちの規模になると、営業面
でも採用の現場でも、全国レベル
の大手事務所と競合する部分が出
てきます。だから合併すること
で、もっとも変わったことは、事
務所の規模感でした。
　弊事務所と似た、医業に強みを
持つ事務所との合併も検討しまし
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日本クレアス税理士法人　上田公認会計士事務所
1982 年開業。大阪府大阪市。代表・上田久之（写
真）。開業から医業に特化し、医療福祉業の関与
は現在約６００件に上る。2016 年７月に税理士
法人コーポレート・アドバイザーズと合併、「日
本クレアスグループ」の大阪本部としてスタート
を切った。従業員数５８名（＝大阪本部、グルー
プ全体約１９０名）

たが、同じもの同士で一緒になる
よりも、異なる業界を手掛ける事
務所と経営統合をしました。
　コーポレート・アドバイザーズ
さんも医療に強みを持っています
が、弊事務所ではまだまだ途上で
ある製販分離やペーパーレスなど
の、合理化を追求した取り組みを
追求されています。
　弊事務所とは違う強みを持つ事
務所と一緒になるのが良いのでは
ないかと考えました。
―合併の話は、いつ頃から始まったの
ですか？
　１年ほど前からです。
―所内には、どのように発表されまし
たか？
　発表は、３か月後に合併を控え
た昨年の４月でしたから、直前で
した。みんなびっくりしたと思い
ます。
　弊事務所は、私の個人名（上田
公認会計士事務所）で長く営業し
てきましたから、事務所名を変え
るとなると、これまでの積み重ね
がなくなってしまいますので、事
務所名も「日本クレアス税理士法
人 上田公認会計士事務所」とし
て、グループ５拠点の中の大阪本
部という位置付けになっていま
す。
　職員も不安がないことはなかっ
たと思いますが、実際に会社名が
変わったほかに、所内で大きく変
わったことはありません。
―合併して、どのような効果がありま
したか？

　主にリクルート面ですね。弊事
務所で専門的なスキルを学びたい
と思いながらも、一般企業の税務
を経験できないことに抵抗を感じ
ていた求職者にも、今後は採用の
間口が広がります。
　ほかにも東京本社（＝旧コーポ
レート・アドバイザーズ）とのク
ライアントの相互紹介もありまし
た。
　さらに東京本社の管理手法や組
織体制を学ぶために人材を交流さ
せるなど、採用、顧客紹介、人材
とノウハウの交流などに相乗効果
を感じています。
―事務所の将来の承継問題も、今回の
合併の要因のひとつになっているので
しょうか？
　もちろん、そうしたリスクの分
散を考えた面もあります。弊事務
所は個人事務所でしたが、仮に税
理士法人にしていたとしても、私
自身は自然人ですから、個人であ
れ、法人であれ、職員は将来に不
安を感じるものだと思います。や
はり、さまざまな面で、どうして
もオーナーである私の影響力が目

立つ組織になっています。
　後継者を考えるにも５０名～
６０名の規模では、なかなか難し
い。そうしたリスクの回避という
面ももちろんありました。
―今後、日本クレアス税理士法人の大
阪本部としてどのように展開していこ
うとお考えでしょうか？
　大阪本部は、今後も医業特化の
看板は掲げたまま、その強みを強
化していきたいと思います。
　医療の業界も状況が変わってい
ます。今後、混合診療が一部解禁
され、自由診療が広がっていく可
能性はあります。
　自由診療下においてもしっかり
お客様をサポートできるように、
私たちもコンサル機能を強めてい
かなければなりません。
　私たちが生き残っていくため
に、今後、よりコンサル機能を強
めて行かないとならないと思って
います。
　そのためにもコンサルティング
力に強みを持つ事務所と合併した
ことは、今後を考える上で、大き
な力になると考えています。■

業界動向


